仕事に関係する法律の紹介

仕事に関係する法律の紹介

当社で業務を行う上で最低限必要と思われる法律について以下に抜き出しました。

他にも色々ありますので、順次更新改版していきます。
労働に関する法律

1. 労働基準法

労働者の生存権を守るための法律です。

1 労働契約（第15条）

職場との労働関係は、労働者と事業主が労働契約を結ぶ必要があります。労働契約とは、労働者が労務を提供し、それに対して事業主が対価を支払うことです。
労働契約には、以下の内容を明示しなければなりません。

・労働契約の期間に関する事項

・就業の場所および従事すべき業務に関する事項

・始業および就業の時刻、所定労働時間を越える労働の有無、休憩時間、休日、休暇、ならびに労働者を二組以上に分けて就業させる場合における就業時転換に関する事項

・賃金の決定、計算および支払いの方法、賃金の締切りおよび支払いの時期に関する事項

・退職に関する事項（解雇の理由を含む）

・昇給に関する事項

ここまでは必ず明示しなければいけない事項です。

・退職手当の定めが適用される労働者の範囲、退職手当の決定。計算および支払いの方法ならびに支払いの時期に関する事項

・臨時の賃金、賞与および最低賃金額に関する事項

・労働者に負担させるべき食事、作業用品その他に関する事項

・安全および衛生に関する事項
・職業訓練に関する事項

・災害補償および業務外の傷病扶助に関する事項

・表彰および制裁に関する事項

・休暇に関する事項

ここまでは、制度を設ける場合に明示しなければならない事項です。

2 労働時間（第32条）

一週間の法定労働時間は40時間。一日の法定労働時間8時間。それ以外は第36条に決めた枠内での残業になります。

3 休息（第34条）

労働時間6時間を超える場合は、45分以上、8時間を超える場合は1時間以上の休息時間が与えられます。
4 休日（第35条）

休日は少なくとも週1回与えられます。

5 残業時間と休日出勤（第36条）俗に言う三六協定
労働者を残業・休日出勤させる場合は、労働者の過半数で組織する労働組合または、労働者の過半数を代表する者との書類による協定をして、それを所轄労働基準監督署長に届け出る必要があります。
6 有給休暇（第39条）
労働者には年次休暇を与える必要がある。

7 健康診断の実施（第66条）

健康診断は雇用の際、および毎年一回定期的に実施しなければなりません。

実施結果は、労働者に通知し（第66条の2）、結果を5年間保管しなければなりません（労働安全衛生法　第103条）

8 就業規則の作成（第89条、第90条）
常時10人以上の労働者を使用する事業主は就業規則を作成しならびに変更した場合は、労働者代表の意見を記して、それを所轄労働基準監督署長に届け出る必要があります。就業規則では、法令や労働協定に反するものを定めてはいけません（第92条）

9 労働時間の正確な把握

事業主は労働者の労働時間を適正に管理するために、労働者の労働ごとの始業・終業時刻を確認して、記録しなければなりません。単に一日何時間働いたかを把握するのではなく、労働日ごとに始業時刻や終業時刻を事業主が確認・記録し、これを基に何時間働いたかを把握・確認する必要があります。

タイムカード等の記録を基本情報とします。また、自己申告制の場合は、以下の措置を講じます。
この記録は3年間保管しなければなりません（第109条）

10 労働時間を管理する者の責務
事業場において労務管理を行う部署の責任者は、当該事業場内における労働時間の適正な把握等、労働時間管理の適正化に関する事項を管理し、労働時間管理上の問題点の把握およびその解消を図ること。

11 解雇の禁止

以下に該当する解雇は、法律上禁止されています。

・業務上の傷病による休業期間およびその後30日間の解雇（第19条）

・産前産後の休業期間およびその後30日間の解雇（第19条）

・国籍、信条、社会的身分を理由とする解雇（第3条）

・労働者が労働基準監督署に対して申告したことを理由とする解雇（第104条）

・労働組合の組合員であること、労働組合の正当な行為をしたことを理由とする解雇（労組法第7条）

・女性であること、あるいは女性が婚姻、妊娠、出産したこと、産前産後の休業をしたことを理由とする解雇（男女雇用機会均等法第8条）

・育児休業を申請したこと、または育児休業をしたことを理由とする解雇（育児・介護休業法第10条）

・介護休業を申請したこと、または介護休業をしたことを理由とする解雇（育児・介護休業法第16条）

12 解雇の手続き（第20条）
やむを得ず解雇を行う場合は、解雇しようとする労働者に対して

ア　少なくとも30日前に解雇の予告

イ　予告を行わない場合には平均賃金の30日以上の解雇予告手当ての支払い

をしなければなりません。

但し、以下の場合は解雇予告が等が解除されます。

・解雇予告等が除外される手続き

ア　天災事変その他やむを得ない事由で事業の継続が不可能となり、所轄の労働基準監督署長の認定を受けたとき

イ　労働者の責に帰すべき事由によって解雇されるときで、所轄の労働基準監督署長の認定を受けたとき

（例）横領事件、傷害事件、2週間以上の無断欠勤など

・もともと解雇予告等が除外されているもの（第21条）

ア　日々雇い入れられる者

イ　2ヶ月以内の期間を定めて使用される者

ウ　季節的業務に4ヶ月以内の期間を定めて使用される者

エ　試の使用期間中の者

但し、アが1ヶ月、イおよびウがそれぞれの期間、エが14日を超えて引き続き使用されている場合には、解雇予告または解雇予告手当ての支払いが必要になります。
13 退職時等の措置

労働者の退職、解雇、死亡等の場合には、以下の措置をとらなければなりません。

・労働者が使用期間、業務の種類、当該事業における地位、賃金、退職の理由（解雇の場合はその理由）について証明書の交付を請求した場合には、事業主は遅滞なく退職証明書を交付しなければなりません。なお、退職証明書には労働者が請求しない事項や秘密の記号を記載してはなりません。（第22条）
・労働者（死亡の場合は相続人）から請求があった場合、本人の権利に属する賃金その他の金品を7日以内に支払い、返還しなければなりません。（第23条）
2. 労働者派遣法

派遣業務に対する労働者を守るための法律です。

以下の場合は、労働者派遣法が適用されます。







以下の場合は、労働基準法が適用されます。




1 派遣契約（第26条）
労働者の派遣を行う場合は、派遣契約を結ぶ必要があり、その契約には以下のような項目を定める必要があります。

・従事する業務の内容

・事業所名称、所在地、派遣就業の場所

・直接の指揮命令者

・期間および派遣就業をする日

・派遣就業の開始、修了時刻、休息時間

・安全および衛生に関する事項

・苦情の処理に対する事項

派遣元の責任

派遣元は以下の責任があります。

1 名義貸しの禁止（第15条、第22条）

名義貸しは禁止されていて、違反した場合は懲役または罰金が科せられる。

2 派遣労働者の福祉の増進（第30条）

労働者の希望および能力に応じた就業の機会ならびに教育訓練の機会を確保し、労働条件の向上その他雇用の安定を図るための必要な措置を講じなければならない。

3 適正な派遣就業の確保（第31条）

派遣元事業主は派遣就業が適正に行われるように、必要な措置を講じる等の配慮をしなければならない。

4 雇用制限の禁止（第32条）

派遣元事業主は、雇用労働者または派遣先との間で、雇用関係の終了後雇用されることを禁ずる旨の契約をしてはならない。

5 派遣元責任者の選任（第36条）

派遣元事業主は、派遣元責任者を選任しなければならない

・派遣労働者であることの明示

・就業条件の明示

・派遣元管理台帳の作成、管理

・派遣労働者に対する助言、管理
・派遣労働者から申出を受けた苦情の処理

・派遣先との連絡調整

・派遣労働者の個人情報の管理

6 派遣元管理台帳（第37条）
派遣事業主は、派遣元管理台帳を作成しなければならない

・派遣労働者の氏名

・派遣先の名称

・派遣先事業所の所在地、就業の場所

・労働者派遣の期間、就業をする日

・従事する業務の種類

・派遣元責任者および派遣先事業者

・苦情処理に関する事項

派遣先の責任

1 苦情処理の義務（第40条）
派遣先は、派遣労働者からの苦情に対する処理を派遣元事業主との連携により誠意を持って遅滞なく行わなければならない
2 派遣先責任者の選任（第41条）

派遣先は、派遣先責任者を選任しなければならない

・労働者派遣契約の内容、派遣元からの通知等を派遣労働者を指揮命令する者その他の関係者への周知

・派遣先管理台帳の作成、管理

・派遣労働者からの苦情の処理

・派遣元事業主との連絡調整

3 派遣先管理台帳（第42条）

派遣先は、派遣先管理台帳を作成しなければならない

・派遣元事業主の名称、所在地

・派遣就業した日

・派遣就業した日ごとの始業就業時刻ならびに休憩した時間

・従事した業務の種類

・派遣労働者の氏名

・派遣先責任者および派遣元責任者

派遣の受け入れ期間
ソフトウェア開発における派遣労働は、派遣受け入れ期間の制限はありません。

派遣労働者の選定

派遣労働者の選定は派遣元が行うので、紹介予定派遣の場合を除き、派遣先による派遣労働者を特定することを目的とする行為に協力してはいけません。

履歴賞の提示、面接等の人物特定につながる行為は禁止されている。

二重派遣の禁止

二重派遣とは、派遣元事業主から派遣された派遣労働者を派遣先がさらに取引先に再派遣することです。これは、最終的な派遣先と派遣労働者の間には雇用関係がないので、職業安定法第44条に違反します。

3. 労働者安全衛生法

職場における労働者の安全と健康を確保し、快適な作業環境をつくることを目的に作られました。

労働安全衛生法とははたらく人の職場での安全と健康を守るために、つぎのことを定めたものです。 
・雇い主は安全と衛生に十分配慮すること 
・労働者も気をつけること 

最近メンタルヘルスに対する項目について改定され、長時間労働者への医師による面接指導の実施（安衛法第66条の8、9、第104条） が追加されました。
※全ての事業場が対象となります。
（労働者数が常時５０人未満の事業場の場合は平成２０年４月から適用となります。）
・事業者は、労働者の週40時間を超える労働が1月100時間を超え、かつ、疲労の蓄積が認められ、労働者の申し出を受けたときは医師(※)による面接指導を行わなければなりません。
　　　　　※医師とは産業医がいる場合は、産業医に依頼します。
　　　　　　産業医のいない会社は、地域の開業医でも構いません。

・労働時間の算定は、毎月1回以上、一定の期日を定めて行います。 

・医師は、労働者の勤務の状況、疲労の蓄積の状況その他心身の状況（メンタルヘルス面も含む。）について確認し、労働者本人に必要な指導を行います。

・事業者は、面接指導を実施した労働者の健康保持のため、必要な措置について、医師の意見を聞かなければなりません。（勤務の制限等） 

・事業者は、医師意見を勘案して、必要に応じて就業上の措置を講じ、医師の意見の衛生委員会等への報告等適切な措置を講じなければなりません。 

・事業者は、面接指導の結果に基づき、当該面接指導の結果の記録を作成して、これを五年間保存しなければなりません。 

ITに関連する法律
1. 刑法

窃盗などの犯罪を取り締まる法律です。

1 電磁的記録の不正作出・共用罪（第161条の2）

他人のコンピュータに侵入してそのコンピュータのファイルを改ざんする、いわゆるハッキングに対する罪。５年以下の懲役または５０万以下の罰金に処せられます。
2 電子計算機損壊等業務妨害（第234条の2）

他人のコンピュータ内のファイルを壊したことに対する罪。５年以下の懲役または１００万以下の罰金に処せられます。
3 電子計算機使用詐欺（第246条の2）

データを細工したり、改ざんしたりして財産に対する不法利得に対する罪。１０年以下の懲役に処せられます。
2. 不正アクセス禁止法

コンピュータに対して浸入した犯罪を取り締まる法律です。

ハッキング行為全般対する罪。
1 不正アクセス行為

他人のユーザID、パスワードを使って不正にアクセスした場合（なりすまし）。１年以下の懲役または５０万以下の罰金に処せられます。
2 不正アクセスを助長する行為

ユーザID、パスワードなどを、本人の承諾なしに第三者へ提供した場合。３０万以下の罰金に処せられます。
3. 個人情報保護法

個人に対する情報を保護する法律です。個人情報取扱事業者が、個人情報保護法の定める義務に違反した場合は、６ヶ月以下の懲役または３０万以下の罰金に処せられます。
個人情報取扱事業者とは、5,000人を超える個人情報を扱っている事業者が対象となります。
この5,000人という数字ですが、過去6ヶ月以内の１日でも5,000人を超えると対象となります。
個人情報をまとめたものは、個人情報データベースといい、それは個人情報を含む情報の集合物と定義されます。つまりパソコンなどに入っているファイル等だけではなく紙でも対象となります。
例えば、五十音順などに整理された名刺等です。
但し、目次や索引がついたり、五十音順のように整理・分類されて、他人が容易に検索できる状態になっていることです。
・個人情報の定義

個人に関する情報であって、当該情報に含まれる氏名、生年月日その他の記述、または個人別に付された番号、記号その他の符号、画像若しくは音声により当該個人を識別できるもの（当該情報のみでは識別できないが、他の情報と容易に照合することができ、それにより当該個人を識別できるものを含む。）をいう。
個人情報には、

・氏名

・性別

・生年月日

・住所

・職業

・年収

・家族構成

などが該当するが、一般には2つ以上が結合された状態で個人を特定できなければ、個人情報とはみなされない。例えば、年収と職業が判ったとしても、その情報から個人を特定することはできない。 ただし、1個でも特定できれば、個人を特定することも可能。 指紋などの生体情報や住民票コードも、個人情報に含まれる。

最近ではメールアドレスに個人名を使う人もいる為に、メールアドレスも個人情報に入るとされている。
個人情報保護法はOECD8原則に則っている。
1 収集制限の原則

2 データ内容の原則

3 目的明確化の原則

4 利用制限の原則

5 安全保護の原則

6 公開の原則

7 個人参加の原則

8 責任の原則

要するに、
1 収集はその利用目的を明確にして、本人の同意を得てから収集しなければならない

2 収集したデータは管理責任者を決めて管理しなければならない
3 収集したデータは常に最新に保ち、漏えい、破損、改ざんしてはいけない

4 収集したデータを本人の同意を得ないで第三者に提供してはいけない

5 本人からのデータの削除には応じなければならない

契約に関する法律

1. 民法

ソフトウェアの作成委託やソフトウェアの開発委託に対する契約に対する法律です。

請負契約が該当します。

請負契約とは、当事者の一方（請負人）がある仕事を完成することを約束して他方の当事者（注文者）がその仕事の結果に対して報酬を与えることを約束する契約です。（第632条）
派遣労働でのソフトウェアの作成やソフトウェアの開発では、派遣元は自己の雇用する労働者を派遣する義務を負うだけで、派遣した労働者が派遣先の指揮命令を受けて行った仕事の内容についての責任を追うことはありません。
1 仕事完成義務（第632条）
請負人は、仕事を完成させなければならない。
2 目的物の引渡し義務（第633条）

請負の仕事内容が物品の場合、注文者に対して引き渡さなくてはならない。

3 請負人の担保責任（第634条～640条）

請負人のした仕事の結果に欠陥（瑕疵）があった場合、請負人は責任を負わなければならない。

	担保責任
	説明
	条文

	修補の責任
	仕事の目的物に欠陥がある場合、注文者は請負人に対して、その欠陥の修補を請求することができる
	第634条第1項

	損害賠償の責任
	修補に代えあるいは修補と共に、損害賠償を請求することができる
	第634条第2項

	解除
	その欠陥が重大であったため、契約の目的を達成できない場合は、注文者は契約を解除することができる
	第635条


2. 独占禁止法

正式名称は、「私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律」。ソフトウェアの作成委託やソフトウェアの開発委託に対して正当な取引を行う法律です。そのほかにも、重要なものとして、不公正な取引方法に関する一般指定、不当景品類及び不当表示防止法、下請代金支払遅延等防止法などがあります。
3. 下請代金支払遅延等防止法（下請法）
ソフトウェアの作成委託やソフトウェアの開発委託に対しての代金支払いの遅延等に対する法律です。

	禁　止　事　項
	概　要

	買いたたき（第1項第5号）
	類似品等の価格又は市価に比べて著しく低い下請代金を不当に定めること

	受領拒否（第1項第1号）
	注文した物品等の受領を拒むこと

	返品（第1項第4号）
	受け取った物を返品すること

	下請代金の減額（第1項第3号）
	あらかじめ定めた下請代金を減額すること

	下請代金の支払遅延（第1項第2号）
	下請代金を受領後60日以内に定められた支払期日までに支払わないこと

	割引困難な手形の交付（第2項第2号）
	一般の金融機関で割引を受けることが困難であると認められる手形を交付すること

	購入・利用強制（第1項第6号）
	親事業者が指定する物・役務を強制的に購入・利用させること

	不当な経済上の利益の提供要請 （第2項第3号）
	下請事業者から金銭，労務の提供等をさせること

	不当な給付内容の変更及び不当なやり直し（第2項第4号）
	費用を負担せずに注文内容を変更し，又は受領後にやり直しをさせること


	報復措置 （第1項第7号）
	下請事業者が親事業者の不公正な行為を公正取引委員会又は中小企業庁に知らせたことを理由としてその下請事業者に対して，取引数量の削減・取引停止等の不利益な取扱いをすること

	有償支給原材料等の対価の早期決済 （第2項第1号）
	有償で支給した原材料等の対価を，当該原材料等を用いた給付に係る下請代金の支払期日より早い時期に相殺したり支払わせたりすること


下請取引の公正化及び下請事業者の利益保護のため，親事業者には次の4つの義務が課されています。

	義　務
	概　要

	書面の交付義務
	発注の際は，直ちに3条書面を交付すること。

	支払期日を定める義務
	下請代金の支払期日を給付の受領後60日以内に定めること。

	書類の作成・保存義務
	下請取引の内容を記載した書類を作成し，2年間保存すること。

	遅延利息の支払義務
	支払が遅延した場合は遅延利息を支払うこと。


4. 製造物責任法（ＰＬ法）

製造物により消費者が損害を受けた場合の救済を目的とした法律です。

この法律ではソフトウェアの欠陥による適用はありません。

但し、組み込みソフトウェアなどのハードウェアに内蔵されるソフトウェアはこの法律が適応されるので、注意が必要です。
知的財産権

ソフトウェアは創造物なので、知的財産権が存在します。

1. 特許法

発明したシステムやプログラムのアルゴリズムに対して特許を申請することができます。

2. 著作権法
ソフトウェアの作成やソフトウェアの開発で作成したプログラム・ドキュメントには著作権があります。

3. 不正競争防止法

営業上知りえた情報や、業務上知りえた情報はむやみに第三者へ公開してはならないという内容の法律です。

皆さん、法令を遵守し、また活用して楽しい会社生活を送りましょう。
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